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お問い合わせ先

京都府中小企業技術センター 応用技術課 食品・バイオ担当　TEL：075-315-8634  FAX：075-315-9294  E-mail：ouyou@mtc.pref.kyoto.lg.jp

お問い合わせ先

京都府中小企業技術センター 基盤技術課 化学・環境担当　TEL：075-315-8633  FAX：075-315-9497  E-mail：kiban@mtc.pref.kyoto.lg.jp

環境セミナー報告

　凍結させた試料を減圧下で乾燥させる装置です。凍結した状態の試料から水分
は、固体から気体へとなる昇華により除去されます。加熱や酸化で失われやすい食
品中の有用成分等を保持した乾燥品を作ることが可能です。
　凍結乾燥のメリットとして、①ビタミン
などの栄養成分の損失や風味の変化が
少ない、②多孔質で水や熱湯が侵入し
やすいので復元性・溶解性が良い、③常
温で長期保存ができる、④軽く輸送性が
高い、といったことがあります。

食品・バイオ担当では、熱に弱い、あるいは乾燥粉末にしたい試料を乾燥させるための装置、凍結乾燥機と噴霧乾燥機を設置
しています。今回は、これらの装置を紹介します。

RoHS指令、REACH規制をはじめとする化学物質使用規制の高まりから、化学物質の情報を適切に管理することが不可欠と
なっています。海外化学物質法規制の企業としての対応、RoHS指令が求めるCEマーキング制度、法改正により義務化される
ことになった化学物質リスクアセスメントについてセミナーを開催しましたので、その概要を紹介します。

1. 凍結乾燥機（フリーズドライ）

　液体または液体・固体の混合物（スラリー）を気体中に噴霧して急速に乾燥させ、
乾燥粉体を製造する装置です。他の乾燥法と比較して製品を速く乾燥粉末にさせ
ることが可能です。

凍結乾燥も噴霧乾燥も、熱に弱いものに使えますが、凍結乾燥の方がより熱に弱いものに使えます。
一般的にコストは、凍結乾燥の方が高くなりますが、乾燥品に水を加えたとき、元の状態（生に近い状態）に戻ります。
詳しくは、下記担当までお問い合せください。

2. 噴霧乾燥機（スプレードライ）

業務紹介

食品の乾燥方法のご紹介 化学物質管理入門 ～化学物質規制の最新動向と対応策～

東京理化器械株式会社 SD－1000型
性　　能 噴霧ノズル：二流体ノズル
 水分蒸発量：最大1500mL／h
 （試料の種類・乾燥条件により時間当たりの処理量は異なります。）
 温度調節範囲：40～200℃
利用料金 機器貸付：４００円／１時間
 依頼試験：３，７００円／１件（４５０ｇ以下）

■装置仕様

■装置仕様
東京理化器械株式会社 FDＵ－1０００型
性　　能 トラップ冷却温度：－45℃
 除湿量：4Ｌ／回
利用料金 機器貸付：２００円／１時間
 依頼試験：３，７００円／１件（４５０ｇ以下）
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一般社団法人東京環境経営研究所　理事長
一般社団法人産業環境管理協会　　技術参与

※機器貸付、依頼試験の申込等詳細は、ホームページをご覧ください。https://www.mtc.pref.kyoto.lg.jp/p_gijutsushien/

凍結乾燥機で乾燥させた野菜（2日間乾燥させたもの）

RoHS指令の概要

REACH規制　基本要求と動向
　REACH規制はRegistration（登録）、Evaluation（評価）、
Authorization（許可） and Restriction（制限） of Chemicals
の略で、人の健康や環境保護、EU域内での化学物質の自由な
流通による産業の競争力及び技術革新の促進を目的としてい
ます。

　登録：事業者は年間1トン以上製造・輸入する化学物質の「登
録」が義務付けられます。
化学物質そのもの、混合物・成形品を構成する化学物
質が登録対象となります。

　評価：加盟国において書類評価と対象物質の「評価」を行い
ます。
書類評価は動物テストの必要性、登録要件に合致して
いるかを確認します。
物質評価は人間の健康または環境にリスクを及ぼす可
能性があると認識されれば実施されます。

　許可：発がん性、変異原性、生殖毒性物質等の許可対象物質
については使用を「許可制」としています。

　制限：人の健康及び環境を保護するため、物質そのもの、混
合物または成形品に含まれる物質の製造、上市または
使用を「制限」しています。

　REACH規制の特徴として、事業者に化学物質のリスク評価
を義務化し、サプライチェーンでの化学物質情報の伝達を強化
しています。

RoHS指令　基本要求と動向
　RoHS指令は人の健康と環境に優しい回復と廃電気電子機器
の処分を含む環境保護に貢献するという観点から、電気電子機
器で使用する有害物質（鉛・水銀・カドミウム・六価クロム・ポリ臭
化ビフェニル・ポリ臭化ジフェニルエーテル）の使用の制限に関
する規則を定めるものです。直流1500V以下、交流1000V以
下で稼働する電気電子機器を対象としています。ただし、現在
の技術では除去、代替が不可能な使用用途について、有害物質
の含有を認める「適用除外用途」が定められています。

　禁止物質の追加について定期的に検討されており、前述の6
物質に加え、フタル酸ジ-2-エチルヘキシル（DEHP）、フタル酸
ジブチル（DBP）、フタル酸ブチルベンジル（BBP）、フタル酸ジ
イソブチル（DIBP）が2019年7月22日から適用されます。
　また、RoHS指令は生産者にEU適合宣言書を作成し、完成製
品にCEマーキングの貼付を義務付けています。技術文書と
EU適合宣言書は上市後10年間保管することが要求されてい
ます。

労働安全衛生法が求めるリスクアセスメント
　労働安全衛生法は職場における労働者の安全と健康を確保
するために、快適な職場環境の形成と促進を目的としていま
す。近年では、特に危険・有害とされている特別規則の物質以
外でも、使用量や使用法によっては労働者の安全や健康に害
を及ぼす恐れがあり、対策の強化が求められています。
　平成28年6月1日から一定の危険有害性が確認された物質
（安全データシートの交付が義務付けられている640物質）に
ついてリスクアセスメントを義務化されました。事業者にはリス
クアセスメントの結果に基づき、労働安全衛生法令の措置を講
じる義務があるほか、労働者の危険または健康被害を防止する
ために必要な措置を講じることが努力義務になりました。


